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新地方公会計制度に基づく
普通会計財務書類4表の概要



新地方公会計制度に基づく
財務書類４表について
○ 地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（地方
行革新指針）において、地方公共団体は原則として国の作成基準に
準拠し、発生主義の活用及び複式簿記の考え方の導入を図り、バラ
ンスシートなど４表の整備を標準形として、地方公共団体単体及び関
連団体等も含む連結ベースで「基準モデル」または「総務省方式改訂
モデル」を活用して、公会計整備の推進に取り組むこととされ、その後、
実務的なマニュアルも示されました。

○ 本県では平成１２年度から「総務省方式モデル」に準じて「バランス
シート」「行政コスト計算書」を作成・公表してきましたが、２０年度決算
分から「総務省方式改訂モデル」により取り組むこととし、今年も平成
２３年度決算に基づく次の４表を作成しました。
○バランスシート
○行政コスト計算書
○純資産変動計算書
○資金収支計算書



簡略化した財務書類４表
簡略化した財務書類４表（平成２３年度普通会計）

【バランスシート】 （単位：億円）
資産の部 負債の部
１．公共資産 　　１．固定負債
（1）事業用資産 29,206 (1)地方債 9,323
（2）売却可能資産 248 (2)退職手当引当金 1,859
２．投資等 (3)その他
(1)投資及び出資金 980 　　２．流動負債
(2)貸付金 444 (1)翌年度償還地方債 758
(3)基金等 770 (2)翌年度支払予定退職手当 173
(4)長期延滞債権等 42 (3)その他 111
３．流動資産 負債合計 12,224
(1)歳計現金 132
(2)財政調整基金等 291
(3)未収金 14 純資産合計 19,903
資産合計 32,127 負債及び純資産合計 32,127

【純資産変動計算書】 【行政コスト計算書】
期首純資産残高 20,396 経常行政コスト (4,642)
純経常行政コスト △ 4,548 １．人にかかる経費
財源調達 　(1)人件費 1,544
地方税 1,282 　(2)退職手当引当金繰入等 266
地方交付税 1,719 ２．物にかかる経費
経常補助金 510 　(1)物件費 207
建設補助金 278 　(2)維持補修費等 30
その他 303 　(3)減価償却費 910
資産評価差額 △ 18 ３．移転支出的な経費
臨時損益（災害復旧事業等） △ 19 　(1)社会保障給付等 196
期末純資産残高 19,903 　(2)補助金等 1,281

　(3)他会計等への支出 60
【資金収支計算書】 ４．その他コスト
１．経常的収支 1,059 　(1)公債費（利払）等 148
２．公共資産整備収支 △ 229 経常収益 (94)
３．投資・財務的収支 △ 817 １．使用料・手数料 48
当期収支 13 ２．分担金・負担金・寄附金 46
期首資金残高 118 純経常行政コスト
期末資金残高 131 　（経常費用　-　経常収益） 4,548
（基礎的財政収支）
収入総額 6,140
支出総額　　　　　　　　　　　　　（△） 6,127
地方債発行額　　　　　　　　　　（△） 904
地方債元利償還額 879 端数処理のため、内訳と計が一致しない場合があります。
財政調整基金等増減 47 （以下のページの説明数値も同様）
基礎的財政収支 35

純資産の部



バランスシート
（団体がどれほどの資産や債務を有するかについての情報）

○資産の部 ３兆２，１２７億円（△３３５億円）
・新規投資額を資産の減価償却が上回ったため、有形固定資産が減（△362億円）
・投資及び出資金の増（59億円）
・国経済対策等による特定目的基金の減（△73億円）
・財政調整基金等及び現金収支差による現金預金の増（59億円）

○負債の部 １兆２，２２４億円（ １５８億円）
・地方交付税の振替えとなる臨時財政対策債など地方債の増（169億円）

○純資産の部 １兆９，９０３億円（△４９３億円）

※（ ）は前年比 以下のページも同様



行政コスト計算書
(経常的な活動に伴うコストと使用料等受益者負担による収入についての情報）

○経常行政コスト ４，６４２億円（１７億円）
・人にかかるコスト（人件費、退職手当引当金繰入等） 1,810億円（△13億円）
・物にかかるコスト（物件費、維持補修費、減価償却費） 1,147億円（△ 3億円）
・移転支出的コスト（市町等への社会保障給付、補助金等） 1,537億円（ 40億円）
・その他コスト（支払利息、回収不能見込計上額等） 148億円(△ 7億円）

○経常収益 ９４億円（ ６億円）
・使用料・手数料 48億円（1億円）
・分担金・負担金・寄附金 46億円（5億円）

○純経常行政コスト ４，５４８億円（１１億円）
・経常行政コスト－経常収益
受益者が負担する経常収益以外は地方税、地方交付税などの一般財源でまかなわ
れている。



純資産変動計算書
（団体の純資産の一会計期間中の増減と、その資産の財源についての情報）

○純資産残高 １兆９，９０３億円
・期首残高（2兆396億円）＋年度中の増減額（△493億円）

増減内訳
・純経常行政コスト △4,548億円（行政コスト計算書から）
・一般財源 3,304億円（地方税、地方交付税等）
・補助金等受入 788億円（経常補助金、建設補助金）
・臨時損益 △19億円（災害復旧事業費等）
・資産評価替差額 △18億円（売却可能資産の評価減等）



資金収支計算書
（一会計期間の現金の流れについて、投資的経費や経常的経費別に区分した情報）

○支出総額 ６，１２７億円（△ ５７億円）

○収入総額 ６，１４０億円（△１０７億円）

○当年度歳計現金増減額
１３億円（△ ５０億円）

・経常的収支の部 1,059億円
・公共資産整備収支の部 △229億円
・投資・財務的収支の部 △817億円

○プライマリーバランス
（歳入額から公債発行収入を除き、歳出額から公債費の元利償還額等を

除いた額のバランスを見るもの）

・歳入（5,236億円）－歳出（5,201億円）＝35億円の黒字


